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核軍縮，紛争解決及び紛争後の復興へのさらなる貢献

国際平和拠点ひろしま構想

　核軍縮に向けた機運の高まりがみられる一方
で，世界では依然として，多くの地域紛争や国
際テロ組織の活動が続き，政治の不安定の中で
更なる暴力とテロリズムという負の連鎖を生む
状況がある。

　世界は，平和のための新しい動きを求めてい
る。それは，すべての人々が信頼と助け合いの
もとに安心して暮らせる社会づくりである。ま
た , それを実現するための，復興と社会開発，
そして核兵器廃絶への着実な取組である。
　世界は，そのような取組の拠点を必要として
いる。平和への取組の拠点となる象徴性を持ち，
核兵器廃絶と復興・平和構築の取組を育ててい
ける場所である。

　広島には，被爆の実相を伝えるとともに，廃
墟から復興した姿から平和への希望を伝える活
力がある。
　この構想では，その広島の力を活かし，広島
が世界の平和のために担うべき使命と役割を明
らかにした。また，世界中から人材や知識や資
金を集め，それを結びつけ，平和のための新た
な活動を育てていく持続的なメカニズムの必要
性も指摘した。

　この構想に基づいて，広島の取組が，世界の
賛同と協力を得ながら大きく発展していくこと
を期待している。

     平成 23年 10月

　世界情勢の変化の中で，核兵器廃絶と復興・
平和構築，安全保障体制を包括的に考える，新
たな発想での平和のための取組が求められてい
る。

　このため，世界的に高いレベルで政策形成に
関わって来られた実務経験者や研究者の方々に
ご参加いただき，世界から広島を見て，広島を
原点として，核兵器廃絶や復興・平和構築につ
いて考えていただいた。

　その結果を，これからの世界の平和のための
新たな取組を進めるための，世界の中での広島の
使命と役割，具体的な行動として取りまとめて
いただいたものが，この国際平和拠点ひろしま
構想である。

　広島は，核兵器による被害の実相を伝えると
ともに，復興への確信と未来への希望を伝える
ことのできる場所であり，これまでも，世界の
平和のために努力を重ねてきた。

　広島には，破壊と復興を経験した地として，
世界の平和の推進のために貢献する責務があり，
広島に生きる私たちは，世界からの支援を得て，
それを果たす決意である。
　今，広島から，世界の平和のための取組が広
がっていくことを心から願っている。
 
     平成 23年 10月

世界から
広島への期待

広島から世界への
平和のメッセージ

広島県知事

 湯 﨑 英 彦

国際平和拠点ひろしま構想
策定委員会
座 長

 明 石 　 康
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　核軍縮と核不拡散への取組だけでは，し
かしながら，持続的平和は訪れない。世界
中で多くの人々が，長年続く激しい内戦や
国際紛争で命を落とし，それがまた，更な
る暴力とテロリズムを生んでいる。ゆえに
私たちは，核軍縮を進めるとともに，紛争
解決及び紛争後の復興に向けても取り組ま
なければならない。 

　このような状況に鑑み，私たちは「3 × 3 アプローチ」を提唱する。これは，
(1) 核兵器廃絶，(2) 復興・平和構築，(3) 新たな安全保障体制の構築という 3つ
の主要な課題と，(1) 平和のための理論構築，(2) 人材育成と研究活動を通じた
平和創造・構築活動の支援，(3) 創造的なアイディアの創出とメッセージの発信
という3つの行動を組み合わせたアプローチである。これによって広島のビジョン
を強化し，私たちは，核軍縮への取組を継続しつつも，紛争解決及び紛争後復興
にも新たに取り組みたい。以下から，国際平和拠点という新たな役割を担った広島
が，核兵器のない世界を実現し，激しい紛争で疲弊した地域に持続的平和を促進
するための，具体的な行動計画を提案する。

　広島は，長年にわたって，「核兵器のない世界」を築くというビジョンを抱き，
そのためにあらゆる資源を利用し，たゆみない努力を重ねてきた。21世紀に入
り世界が変化し続ける中，このビジョンに向かって私たちが進んでいると期待で
きる兆しがある。オバマ大統領は，米国が「核兵器のない世界」の実現に向けて
誠実に取り組むことを新たに約束し，その具体的なステップとして，米国の安全
保障政策における核兵器の役割を縮小しはじめた。本提案を通して私たちは，将
来の世代がより平和な世界で暮らせるよう，この歴史的な好機をとらえ，世界平
和貢献の行動指針となってきた広島のビジョンをより良いものにしたいと考えて
いる。

　私たちは，全ての核保有国の指導者が，米国と同様に「核兵器
のない世界」の実現を約束し，軍拡競争をやめ軍縮プロセスを開
始するための具体策を講じるよう求める。非核保有国の指導者
にも，核軍縮の取組において責任を分担することを求める。なお，
こうした流れの中で，拡大抑止における核兵器の役割を縮小し，
燃料サイクルの多国間管理を強化する努力が重要である。

　広島は，「核兵器のない世界」実現に向けた努力を新たに始め
ることをここに約束する。ここで提示されることは，従来から
ある脅威と新たに出現した脅威双方に対処する創造的な戦略構
想への参加を呼びかけるものである。言うまでもなく，広島が
単独で「核兵器のない世界」を実現することはできない。しかし，

国際世論を喚起し，広島でラウンドテーブルを毎年開催し，そしてより安全な未
来を模索する私たちの取組へ他国の参加を促すことはできる。
 

序 はじめに

● 平和のための理論構築･研究集積
● 人材育成と研究活動を通じた平和創造･構築活動の支援
● 創造的なアイデアの創出とメッセージの発信

● 核兵器廃絶
● 復興･平和構築
● 新たな安全保障体制の構築

３つの課題（Challenges） ３つの行動（Actions）
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　原爆の経験から，広島の人々は平和に深くコミッ
トし，核によるこれ以上の惨禍を防ぐための行動
を求めるようになった。また，これらの取組を通
じて，広島の自治体と人々は，人類と核兵器は共
存できないこと，そして核は廃絶されなければな
らないことを世界へ訴えた。こうした広島と長崎
からの訴えは，核兵器の廃絶を求める世界中の反
核運動のきっかけとなり，広島は長崎とともに反
核及び平和運動のシンボルとなった。こうしたこ
れまでの持続的な取組に鑑みると，地球上から核
兵器を削減し全廃する新たなイニシアティブを始
める場所として，広島はまさに最適である。

b. 復興の経験を生かして
　広島は，核のない世界のシンボルであるだけで
なく，国家間の戦争，内戦，過度の暴力全般に
よって疲弊した地域の平和構築のシンボルでもあ
る。それはなぜなら，広島では多くの人命が失わ
れ，社会のインフラが損なわれ，さらには原爆の
放射能による深刻な疾病や被爆者に対する差別や
偏見など様々な苦難があったにも関わらず，広島
の人々が繁栄した社会を構築したからである。自
らの苦難の記憶を留めている広島の自治体とコ
ミュニティは，復興に伴う困難を知り尽くしてい
る。そうした過去の苦しい経験をもとに，広島は，
とりわけ冷戦終結以降，復興と平和構築のため活
発な活動をおこなっている。

　広島は，すでに「広島国際貢献構想」(1996 年 )
及び「ひろしま平和貢献構想」(2003 年 ) を策定
したほか，ネットワーク構築，復興支援，人材開
発という三つの主要な分野で多大な貢献をしてい
る。そしてこうした取組は，国連訓練調査研究所
(UNITAR) 広島事務所や国際協力機構中国国際セ
ンター (JICA CIC)，広島国際協力センター (HICC)， 
広島平和構築人材育成センター (HPC)，放射線被
曝者医療国際協力推進協議会 (HICARE)，広島市
立大学広島平和研究所や様々な NGO によって行
われている

　平和構築への広島のイニシアティブは不可欠で
あり，より一層強化されるべきである。その理由
は，戦争で疲弊した地域の人々の苦しみが不当で

　なぜ私たちはこの提案を広島から行うのか。
第一の理由は明白である。広島は核兵器が投下
された二都市の一つであり，その後何十年にも
わたり，住民たちの間で「ノー・モア・ヒロシマ」の
叫びが共有されてきた場所である。第二の理由
も同様に重要である。広島は廃墟の中から立ち
上がり，平和の街として再生した。この経験か
ら広島は，海外の戦争の苦難に強い関心を寄せ
ている。したがって，広島が核兵器のない未来
及び紛争で疲弊した地域の平和構築について提
案する場となるのは自然かつ妥当である。

a. 被爆都市広島
　第二次世界大戦の戦前，戦中を通じて，広島は
陸軍連隊や火薬製造所，士官学校を擁する軍事拠
点のひとつであった。原子爆弾が投下された後，
広島は核廃絶及び平和促進の拠点という新たなア
イデンティティを獲得した。

　原子爆弾により，広島は完全に破壊された。14
万人もの生命が失われ，20 万人を超える人々が
負傷し，また放射能にさらされた。原子爆弾によっ
て奪われたものは，人命や社会のインフラだけで
はない。家庭，コミュニティ，そして思い出まで
もが奪われた。亡くなった人々を偲ぶ写真などは
仮に残されていたとしてもごくわずかであった。
こうした中，生き残った人々は，広島で何が起き
たのかを伝え未来のために働くことは自分たちの
責務であると受け止めた。

1 第一部：アジェンダ設定

あるためだけではない。なぜなら，紛争終結地域
の政情不安は国家破綻や過激なテロリズムを生み
出す可能性があり，それは世界平和にとって大き
な課題となるからである。核軍縮に焦点を当てた
私たちの運動は，ゆえに，平和構築に向けた取組
と併せて行われなければならない。また，広島が
核による惨禍から甦ったという純然たる事実は，
紛争地域の人々に復興への信念を抱かせることが
できるだろう。

c. ひろしま平和構想に向けて
　私たちの平和構想の目的は，国際平和を進展さ
せる拠点として広島の役割を強化することであ
る。まず，私たちは核軍縮の要求を実際の政策に
結びつける拠点を広島に設けたい。そのためには，
政府と NGO 両者が核全廃を求める世界中の声を
まとめ，その希望を現実のものとする必要がある。
さらに私たちは，広島を，紛争地域における平和
構築に貢献する意志を有する政府や NGO の職員
が現場で迅速に平和構築プロセスを実施できるよ
うにするため，必要な資源・訓練を受けられる拠
点にしたい。もうひとつ重要な点として，私たち
は広島を平和研究に関する学術的貢献拠点でもあ
ると考えている。私たちは広島に存在する多くの
施設を活用し，海外から研究者を招き，戦略兵器
管理や軍縮，紛争解決，平和構築のためのあらゆ
る研究を促進していくべきである。

　これは言うまでもなく困難な課題である。しか
し広島には，こうした難題に積極的に立ち向かえ
るだけの土壌がある。平和拠点という広島のシン
ボリックな性格を疑う者はほとんどいないだろ
う。事実，広島は，世界平和を促進する全ての国・
関係者にオープンスペースを提供し，また地方自
治体も平和構築に直接的に関与している。広島は
歴史的に重要な都市であるとともに，世界平和実
現に必要な行動を積極的に展開する拠点であるこ
とを，ここに強調したい。

なぜ広島なのか？1
　核軍縮は今，重大な局面を迎えている。次に
述べるような昨今の展開は，私たちが核削減に
向かって前進していると期待させてくれている。
2009年4月のプラハのスピーチにおいて，オバマ
大統領は，「核兵器のない世界」に関する自身の
ビジョンを力強くまた情熱をもって語り，それに
向けての取組を新たに約束した。米国大統領が核
兵器の削減のみならず全廃も提唱することはめっ
たにないことである。このほかの展開として，核
不拡散・核軍縮に関する国際委員会 (ICNND) を設
立した日本とオーストラリアの取組や米国による
新たな核態勢の見直し (NPR)，核兵器不拡散条約
(NPT) 運用検討会議での 64 項目の行動計画を盛
り込んだ最終文書の採択も挙げられる。ICNNDで
は包括的核軍縮・核不拡散に向けた計画が提案さ
れ，NPR では消極的安全保証が明確に提示され，
これにより核拡散への誘惑を断ち切る道が開かれ
た。最後に，米国とロシアが新戦略兵器削減条約
( 新 START) に署名，批准したという重要な動き
も忘れてはならない。これらは，「核兵器のない
世界」に向かって私たちが前進していることを強
調するものである。

　しかしながら，核軍縮の達成には，非常に多く
の難題が横たわっているのも事実である。核拡散
は警戒すべきレベルに達し，今までは核が存在し
なかった地域にまで広がっている。米国とロシア
の核保有量が大幅に削減されたことは歓迎すべき
ことであるが，両国の戦略兵器の削減は他の地域
や国々での核不拡散，核兵器削減を保証するわけ
ではない。事実，北朝鮮への核拡散及び六カ国協
議の明らかな停滞によって，東アジア地域におけ
る核抑止力への依存は弱まるどころか再確認され
ているのが現状である。核抑止や拡大抑止が国家
安全保障上不可欠な要素であると考える国家に対
して，米ロの核軍縮が及ぼす影響は限定的であろ
う。

なぜ今なのか？2
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　また，核軍縮への希望の兆しが見えてきたころ，
時を同じくして，核テロリズムという新たな脅威
も出現した。2001 年 9 月 11 日のテロ攻撃を通
じて，テロリストの政治目標には非戦闘員の大量
虐殺も含まれうることが明確になった。テロリズ
ムの増大は，破綻国家を含む世界中の多くの地域
における平和構築の失敗と密接に関連している。
ゆえに，広島は，核戦争による人類絶滅のリスク
を減らすためだけでなく，テロ出現の脅威を少な
くする手段として平和を構築するためにも貢献す
べきである。

　しかしそのためには，何がなされるべきなのだ
ろうか。核兵器の使用は人道に対する犯罪であり，
核に依存したどのような平和も，望ましくないばか
りか持続しない。だが，「核兵器のない世界」へ移
行するためには，現状の米ロの軍縮プロセスだけ
では，それ自体重要ではあるが不十分であり，非
核保有国の関与が必要となってくる。核軍縮プロ
セスを，核兵器全般の正当性に対する単なる否認
で終わらせてはならない。核戦力に依存しない持
続的平和の方法や核抑止に代わる手段を模索する
上で，私たちは，個々の国際的緊張関係や軍事衝
突に焦点をあてる必要がある。国際紛争での核兵
器の役割を減じ，最小限にし，そして最終的には

排除する方法，言い換えれば国際紛争を非核化す
る方法を見つけなければならない。

　ここで私たちが提案するのは，包括的核軍縮だ
けでなく，潜在的な国際紛争の非核化，すなわち
国家安全保障における核能力への依存を低下させ
ることにも焦点をあてた多国間国際交渉プロセス
である。核に依存した国家安全保障は，結局のと
ころ，冷戦の最中における核兵器管理のために生
み出されたアジェンダである。米ロの核軍縮プロ
セスは，両国の指導者が軍拡競争の時代に終止符
をうち相互に核削減に取り組むという決断があっ
て初めて可能であった。すなわち，相互関係の非
核化という大胆なステップによって実現したもの
であるということを私たちは忘れてはならない。

　ロシアと米国の関係を除くと，国際紛争の非核
化という取組は今日世界のどこにも見当たらな
い。このままでは，現状の米ロ間軍縮プロセスは，
近い将来失速してしまう。核兵器のない世界を私
たちの未来として真に望むのであれば，米ロ関係
をこえて，国際紛争における核兵器への依存の度
合いを減少させるような措置を講じなければなら
ない。そのための取組は，ロシアと米国だけでな
く，非核保有国も重要な役割を果たすべきである。

　核軍縮という目標のために，私たちは何ができ
るのだろうか。すでに多くの建設的な提案がなさ
れ，議論されている中で，私たちはより注目に値
すると思われる次の三つの課題をとりあげたい

a. 二国間主義を超えて
　まず，包括的核軍縮に関する多くの提言にもか
かわらず，実際の核削減は米ロ二国間プロセスが
中心になっている。地球上に存在する核兵器の
90％以上が両国によって保有されている事実を考
慮すれば，二国間主義が中心になるのはもっとも
なことであろう。しかしながら，それでは，米ロ
以外の核保有国の核兵器は手付かずのままとなっ
てしまう。

　二国間プロセスへの集中は包括的核軍縮を進め
る上での課題である。米ロ核兵器削減は，両国の
核兵器保有数の優位性を保証する形で進められて
きた。両国は多くの核弾頭を削減してきたが，依
然，ほかの核保有国よりもはるかに多くの核兵器
を保有している。もし米国とロシアが今後も数にお
ける優位性を維持しようとすれば，両国の核兵器
保有数が他の核保有国の数に近づくにつれ，米ロ
両国の核削減の速度は遅くなることになる。核軍
縮に向けたイニシアティブは，それが二国間レベ
ルにとどまるかぎり立ち消えになる可能性がある。

　ではどうすれば，米国とロシア以外の核保有国
をより包括的な核軍縮プロセスに参加させること
ができるだろうか。核能力がはるかに低い米ロ以
外の核保有国が，そのようなプロセスへの参加に
抵抗を感じていることは明らかである。新たなア
ジェンダを設定しないかぎり，核兵器保有数の少
ないこれらの国々での核軍縮が進まないばかり
か，米ロの二国間プロセスもいずれ足踏み状態に
なるだろう。

　ここで必要とされるアジェンダは明白である。
戦略兵器削減について米ロのほかにもっと多くの
国々の参加を促し，多国間核軍縮プロセスを開始

しなければ，今後核を廃絶していくことは不可能
であろう。ではどのようにすれば，核兵器に関す
る戦略的優先事項や利害が異なる核保有国を，多
国間核軍縮プロセスに巻き込んでいくことができ
るだろうか。しかも，新STARTの次回の協議によっ
て期待される進展を待たずに，また，米ロの核戦
力をある程度まで削減していきながらそのような
ことができるだろうか。

　多国間核軍縮に向けた提案は，参加国や核軍縮
によって影響を受けるその他の国々に対する安全
保障を伴わなければならない。さもなければ，核
兵器削減が安全保障の懸念を引き起こす可能性が
ある。加えて，核分裂及び放射性物質の国際監視
や，ウラン濃縮施設，再処理施設及び使用済み核
燃料貯蔵施設の多国間査察・管理，さらに核テロ
対策など，核不拡散に関わる多くの難題について
も議論しなければならない。これらの対策を提供
できなければ，核軍縮を進展させるよりも核を保
有している方が安全であるという信念を強化する
ことになり，核削減及び将来の核全廃を目指すあ
らゆる対話や交渉を台無しにすることになりかね
ない。

　つまり，この核軍縮プロセスによって不安定で
はなく安全がもたらされることを確実にする必要
があり，私たちはこれを政府・非政府両レベルで
の継続的多国間交渉という形で行うことを提言す
る。この多国間交渉を通して，核兵器の相互削減
に集団で取り組む一方で，参加国が信頼を醸成し
そうした国々の安全が保障されなければならな
い。さらに，非公式な紳士協定を法的拘束力のあ
る公式な制度にするためのあらゆる機会が追求さ
れなければならない。これが，私たちの第一の課
題である。

3つの課題3
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b. 地域紛争に目を向ける
　核保有国はこれまで，地域安全保障の欠如を前
提に，核戦力が国家安全保障上必要であると主張
しそれを擁護してきた。そのような正当化を私た
ちは真に受ける必要はないかもしれない。だが，
核兵器の役割縮小のための基本的要因のひとつと
して地域秩序の安定化をいかにして達成できるの
かという疑問は解決されない。

　米国とロシアの関係に関する限り，相互確証破
壊の脅威を互いに認識する必要がなくなる安定し
たレベルにまで両国の関係は達しており，従来の
核抑止の考え方に，もはや，かつて程の有用性は
見いだせない。しかしながら，ほかの地域に目を
向ければ核抑止力や拡大抑止に依存する国家間関
係が未だ認められる。米ロ間における大規模な核
戦争の脅威は遠のいたかもしれないが，このよう
な進展はほかの地域では未だみられない。
 

　アジアはこのよい例である。インド，パキスタ
ン，北朝鮮などの新しい核保有国は事実上，全て，
国防の基本として核戦力を保持している。中国と
近隣諸国の関係は現在の米ロ関係よりはるかに不
安定であり，それがこの地域の核抑止力と拡大抑
止への依存につながっている。また，言うまでも
ないことであるが，中東への核拡散は核軍縮に向
けた取組を危険にさらすことになる。

　この点に関して，私たちは多国間による核軍縮
と地域安全保障を結び付けなければならない。多
くの核保有国は，グローバルなレベルでの戦略目
標を有しているわけではない。これらの国々に
とっての関心の中心はむしろ，地域内での競争関
係やレジームの中での生き残りといった，狭義の
安全保障にかかる懸念である。地域安全保障に対
する取組の重要性はこれまでも唱えられてきた。
しかしながら，核軍縮のための提言の中では，複
雑な地域紛争の詳細についてはほとんど関心が払
われてこなかった。
 
　核戦力に大きく依存した国家間紛争を，どうす
れば核兵器により依存しないようにさせることが
できるだろうか。どうすれば地域紛争における核
兵器への依存の度合いを低下させることができる
だろうか。これが二つ目の課題である。

c. 平和構築の取組
　今日まで，核軍縮への取組は，地域紛争を解決
し平和をもたらす取組とはどちらかというと別の
ものとして扱われてきた。そうではなく，私たち
は，核軍縮の枠組みをこえて双方に取り組む必要
があると考えている。 

　核保有国の多くは，安全保障上の緊張状態が高
まっている地域にあり，これらの地域では実際に
戦争が起きる可能性もある。そうした地域では，
民族紛争や宗教紛争，長引く国境紛争，過激派を
抑えられるだけの国家機能の麻痺など，軍事衝突
を生み出すさまざまな要因を抱えている。そして
万が一そのような軍事衝突が発生した場合，核兵
器は開発されるだけでなく，実際に使用されるか
もしれない。かりに核兵器が使用されなかったと
しても，破綻国家の出現は政治的空白を生みだす
可能性があり，またそれによって過激派やテロリ
ストに自らの手で核兵器を開発する機会を与えて
しまうかもしれない。こうした現状に鑑みると，
予防外交や紛争解決，紛争後の平和構築など，地
域紛争に平和をもたらすという幅広い観点から核
軍縮を進める必要があることは明らかであろう。

　広島には紛争解決と平和構築に積極的に関与す
る資格がある。甚大な被害を経験したほとんどの
紛争終結地域は，絶望から立ち上がり復興と再生
を目指さなければならない。広島は，そうしたプ
ロセスを乗り越えてきた。核による大虐殺を経験
した後，広島では建物やインフラの再建といった
物理的な復興がなされた。また，基本的な公共サー
ビスのような行政機能も回復した。こうした復興
のプロセスは，とりわけ何十年にもわたり身体，
精神の両面で苦しみ続けている被爆者にとって困
難なものであった。紛争終結後の社会においても
同様に，物理的，精神的両面での復興が求められ
るだろうが，後者の復興は長く根気のいるものに
なるであろう。

　それゆえに，広島の経験，特に復興という重責
を担った一般市民の立場からの経験は，紛争後の
復興や平和構築に携る人々と共有できる。広島は，
その苦しみや悲しみを分かち合うことで，そうし
た人々を十分に支援できる可能性を有している。
これは，広島の重要な財産である。広島の負の遺
産を通じて育まれ，また平和構築プロセスに十分
に活用されるべきものである。

　平和構築に向けた幅広い取組に従事する中で，
広島のコミュニティは，破綻国家・戦争状態にあ
る国家で平和構築に取り組む際に直面するであろ
う様々な課題に立ち向かう必要がある。平和構築
を成功させるためには，信頼醸成，能力育成，そ
して長期的財政支援が必要不可欠であることをこ
こで銘記しなければならない。なお，従来，紛争
後の国家を支援する場合，先進国は専らインフラ
の再建に焦点をあててきた。広島にとってのチャ
レンジは，まず，このパラダイムを転換すること
から始めなければならない。これが，私たちにとっ
て第三の課題である。



10 11

a. 核軍縮及び核不拡散の
    促進
　米ロ間の新 START のプロセスは，正しい方向
への第一歩であり，国際社会はこれを支持すべ
きである。さらに，核抑止力と拡大抑止に依存
した現在の二国間核軍縮プロセスが，核兵器管
理及び最終的にはその削減のための多国間プロ
セスに発展するよう，米ロ以外の核保有国の積
極的な関与を求めるべきである。

　より具体的に言えば，核軍縮プロセスを今ま
で以上に進展させるために，私たちは次に述べ
る対策がとりわけ重要であろうと考えている。
これらの対策は，過去にすでに提案されている
が，実施されるにはいたっていない。

1) 全核保有国は，自国の核兵器の数を増やさな
いことを約束すべきである。

2) 私たちは，核のない未来のための英国，フラ
ンス，中国の合意を歓迎する。また，全核保
有国が参加する多国間軍縮プロセスを開始す
るために，この三カ国が，自国の核兵器を削
減するための具体案を提出するよう要求する。

3) 全核保有国は，核拡散防止条約を遵守してい
る非核保有国に対しては核兵器を使用しない
という，新しく明確な消極的安全保証を供与
するべきである。

4) 核軍縮に関する交渉においては，非核保有国
は実質的な役割を果たすべきである。さらに，
市民社会における地方自治体や非政府主体が
果たしうる役割も模索されるべきである

2
b. 核兵器依存の低減

　冷戦の終結とともに START のプロセスが開始
されることになったが，それは，本質的には米国，
ロシア，ヨーロッパ間における進展であり，そ
のほかの国々に対する安全保障体制はほぼ手付
かずのままであった。核軍縮は，緊張緩和や紛
争処理を目的とした取組からは除外された。朝
鮮半島の将来に関する六カ国協議は唯一の例外
であったが，その成果はこれまでのところ限定
的である。

　ここで必要とされるのは，安全保障を理由と
した核抑止力への依存を低減するための，潜在
的な敵国同士による信頼醸成のプロセスである。
もちろん，自国の安全保障に対して十分な確証
が持てないまま核兵器を進んで手放す国はな
く，そのようなプロセスの実現は容易ではない。
アジア太平洋地域の核保有国と非核保有国が集
まってともに緊張緩和及び核兵器の相互削減の
方策を探る国際交渉が必要である。私たちはこ
こで，そのような国際交渉をはじめに広島で開
催することを提案したい。

　アジア太平洋地域の政府は，特に次に挙げる
事柄から始めていくべきである。

1) 北東アジアにおける六カ国協議は，北朝鮮の
核問題の成功裏の解決のみを目指すべきでは
ない。核抑止力への依存を必要としない東ア
ジア安全保障体制の確立も目指すべきである。

2) 核拡散防止条約に未加盟の核保有国が「核兵
器のない世界」の実現のための取組に参加し，
また世界の各地域において核兵器の役割が縮
小されるようあらゆる努力がなされるべきで
ある。

3) 軍事利用か民間利用かにかかわらず，全ての
国家は，核物質や核関連施設の安全性を強化
するために必要な対策を講じるべきである。
これは，核テロに効果的に備えることにもつ
ながるはずである。

　では，こうした課題に向けて私たちは何ができ
るだろうか。達成されるべき具体的な提案は以下
の通りである。

第二部：行動の提案

c. 国際的なメカニズムの
    強化
　紛争処理に関する外交交渉には，核兵器管理
と核不拡散を管理する国際機関も取り組んでい
くべきである。私たちは，核不拡散・核軍縮に
関する国際委員会 (ICNND) の勧告を強く支持す
るとともに，以下に述べるアジェンダに焦点を
当てた地域プロセスを提案したい。

1) 核エネルギー関連施設開発の監視における国
際原子力機関 (IAEA) の役割は強化されるべき
である。また，IAEA の世界規模での活動を地
域レベルで支えるものとして，アジアに類似
の地域システムを構築することを提案する。

2) アジア地域におけるウラン濃縮施設，再処理
施設，使用済み核燃料貯蔵施設の多国間管理
に関し，より一層の努力がなされるべきであ
る。かつ，この取組は，民間利用を目的とし
た全ての核物質を管理の対象にすべきである。

3) 核抑止力の有効性に関し，核兵器の意義を低
下させる多国間安全保障の枠組を発展させる
必要がある。そのために，アジア地域の全て
の国々がともに取り組むことを要求する。

軍縮に向けた行動1
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　核兵器の廃絶と平和構築には，長期的な取組
が必要である。そのためには，短期的な政策イ
ニシアティブよりも，国際平和に向けた「拠点」
の構築がよりふさわしい。私たちは，広島が国際
平和拠点として機能するためには，以下に述べる
行動が重要になると考えている。

　最初に，アジア地域の安全保障のダイナミクス
に注目しながら，軍縮プロセスを多国間協議にす
る戦略について話し合う「広島ラウンドテーブル」
の開催を提案したい。これはトラック2での対話
の提案であるが，個々の政府代表の参加も受け
入れるので，将来的にはトラック1.5，さらには
政府間対話であるトラック1を目指すものと言っ
てよい。政府代表団や個別参加者が広島に集まる
このラウンドテーブルは，核兵器管理や核依存の
低減，平和構築について対話する場としてふさわ
しい。このラウンドテーブルは，さらに，以下の
アジェンダを達成するための原動力になるはずで
ある。 

a. 核廃絶への
    ロードマップの支援
　広島は，核廃絶の実現のため，そのプロセス
が持続的かつ実質的に進むよう貢献することを
固く決意している。広島がその際にとるべき活
動として考えられるのは，以下のとおりである。

1) 市民を主体にした国際会議を提案し支援する
こと。具体的には，国連軍縮特別総会の広島
開催を視野に入れた，核廃絶に関する「トラッ
ク 2イニシアティブ」の開催である。この分
野の取組次第では，核軍縮に関する政府間会
議の礎を築くなど，具体的な成果が期待でき
る。

2) NPT 再検討会議の最終文書や ICNND，新
START など核軍縮の様々な取組や合意につい
て，その具体的な実施状況を評価すること。
評価プロセスにおいては，可能であれば，達
成度を測るために採点表などを用いる。これ
によって，核軍縮の取組を可視化できるため，
関係各国がさらにコミットするよう動機づけ
ができる。

b. 核テロリズムの
    リスクの削減
　核テロリズムは，「核兵器のない世界」の実現
への長い道のりの中で，最後までリスクとして
残ると思われる。実際，完全な核軍縮が達成で
きたとしても，テロリストが放射能を含むダー
ティボム（汚い爆弾）を製造したり，あるいは
高濃縮ウランやプルトニウムを使って即席の核
装置を考案したりする危険性は常に付きまとう
であろう。だが，広島の歴史は，核による恐ろ
しい破壊は可能であるが，同時に，人々は困難
に屈せず核の悲劇や喪失から次第に立ち上がる
という，二つのことに気づかせてくれる。ゆえ
に私たちは，ラウンドテーブルの開催や以下に
述べるような人材育成事業を通じて，広島が国
際平和拠点としてふさわしいと確信している。

1) 紛争で疲弊した社会に平和を構築し，個人や
グループが目的達成のために核テロをはじめ
とした暴力手段に訴えることのないよう，考
えられうる要因をなくすこと。

2) 核物質の安全管理に可能な限り厳しい基準を
設け，それを普及させること。さらに，民間
利用目的の核物質がテロリストの手に渡らな
いよう，その安全な保管に関するベストプラ
クティスを開発し，普及させること。 

3) ダーティボムが使用されたとしてもその影響
を最小限で抑えるため，また，テロ事件が発
生しても物理的・精神的に回復できるような
社会を育成するため，ベストプラクティスを
開発し，普及させること。

c. 平和な国際社会構築の
    ための人材育成
　核兵器のない平和な世界を築き紛争後の復興
を達成するには，国際社会が政治家と市民を育
て，動員することが不可欠である。教育は，今
日実務にあたっている人と将来の世代にとって
非常に重要である。私たちは，ふさわしい人材
の育成をはじめとして，教材の開発や現場研修
などに取り組んでいく必要がある。

　こうした取組の支援にあたって，広島は，広
範囲をカバーする実際的なプログラムを提供す
るなど，人材育成の拠点となるよう努めるべき
である。そのために考える行動は次のとおりで
ある。

1) 紛争解決や平和構築，紛争予防の専門家育成
のために具体的な訓練を提供できるよう，必
要な能力を増強すること。

2) 関連する機関と専門家をつなぐネットワーク
を構築すること。これによって，情報共有の
機会及びフィールドでの活動の合間をぬって
高度な訓練を受ける機会を与えること。

3) 今後の取組や教育，訓練に生かすため，現場
での活動とその成果を蓄積すること。

4) 市民社会，UNITAR，JICA，そして広島大学
と連携していくこと。これは，上記の活動を
実行するにあたって重要である。

広島から
平和を促進する

2
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d.核軍縮，紛争解決，平和
     構築のための研究集積
　核軍縮と世界平和の達成には，様々な理論的，
実験的な研究が欠かせない。卓越した研究拠点
を築くことは，知識や知恵を集積し，多様な研
究の試みや発見が相乗効果を生み出していくた
めに不可欠である。端的に言えば，広島は核軍
縮及び平和構築の分野でのナレッジマネジメン
トの拠点となるべきである。そしてそのために
は，以下の行動が必要である。

1) 大学や研究機関において，様々な形の平和研
究を推進すること。

2) 紛争後の復興に関して蓄積される知識が効果
的に活用されているか検討すること。

3) 紛争解決及び平和的対話に関わる既存の枠組
を検討すること。

e. 持続可能な平和支援の
     メカニズムの構築
　広島は，平和のシンボルとしてだけではなく，
平和の実現を目的とした諸活動のネットワーク
の中心として，その立場を確立しなければなら
ない。世界中から人材や構想，資金を集め，結
びつけ，平和のための新たな活動が生まれる支
援拠点となることで，広島は，世界平和を支援
するメカニズムを備える必要がある。

　もしそうした目的のために長期的な取組が必
要とされる場合は，財政負担を広島の人々だけ
に求めるわけにはいかない。また，地方自治体
の政治的・財政的状況によって平和実現に向け
た活動が抑制されるべきでもない。そうならな
いよう，自律的な手段を有するメカニズムの設
置を，私たちは提案する。広島がその役割と責
任を果たすことができるよう，広島県と広島市
はその連携を強めるだけでなく，それぞれの強
みと個性を生かし，一体化したコミュニティと
して難題に取り組むべきである。

　世界平和を促進する拠点として，広島は幅広
い取組の先頭に立っていくべきである。そのよ
うな取組には，平和に関わるイシューの包括的
な研究の促進，NGO・政府の職員，ビジネス経
験者，研究者など，核廃絶や／もしくは平和構
築の実務に携わる人々が議論できる場の提供，
そして，持続可能な取組のための「ニーズとシー
ズ」の包括的なコーディネーションが含まれる。

　私たちは，本提案の中で提示した項目を追求し，
また促進していく拠点として，広島が理想的な選
択であると確信している。核による甚大な被害に
苦しめられた都市として，広島は核軍縮と核全廃
を求める多くの運動の中心地となっている。私た
ちは日本が核の拡大抑止の受益者であることを認
識している。しかしこのことは，核兵器に頼らな
い平和の方が核抑止力に依存した平和よりはるか
に良いという信念を強めるのみである。核軍縮へ
の希望と意志を実際の政策に移すことが，ここで
の私たちの目標であり，本提案はその理想へ私た
ちを導いてくれるはずである。

　本提案は，国際平和拠点ひろしま構想策定
委員会及び同タスクフォース委員による議論
を基にして作成された第一次報告書であり，
今後必要に応じて改訂を加える可能性がある。
策定委員会及びタスクフォース委員すべての
意見を反映したものでは必ずしもないことを
ここに補足する。

平成23年11月，湯﨑広島県知事が国連本部を訪問し，潘基文国連事務
総長と会談。事務総長は，本構想への全面的な支援を表明された。
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委員からのメッセージ
（1）策定委員会 （敬称略：50音順）

秋山　信将
（あきやま・のぶまさ）

上杉　勇司
（うえすぎ・ゆうじ）

広島大学大学院
国際協力研究科准教授

佐渡　紀子
（さど・のりこ）

広島修道大学
法学部准教授

水本　和実
（みずもと・かずみ）

広島市立大学
広島平和研究所 副所長

ジョン・アイケンベリー （G. John IKENBERRY）  策定委員会委員
スコット・セーガン （Scott D. SAGAN）  策定委員会委員

阿部 信泰  （あべ・のぶやす）       策定委員会委員

藤原 帰一   （ふじわら・きいち） チームリーダー／策定委員会委員

次の４名は策定委員会
のメンバー兼任です。

（2）タスクフォース
1）タスクフォース

2）アドバイザー

　広島県が，核廃絶と紛争後の平和構築の分野を中心に国際平和実現に向けた新たな
アプローチの構想を手掛けることは大変に素晴らしい試みです。従来から核廃絶 に取
り組んできた広島市とも協力しながら，国際社会に積極的に働きかけるとともに自ら
も関与することで核廃絶の歩みを少しでも早めることができればと願っております。
私もこのプロジェクトに参加できたことを大変光栄に思い，広島，そして世界に対し
て責任を痛感しています。

　広島は核兵器によって平和を損なわれましたが，平和を回復するための努力を積み
重ね，復興を遂げました。一方，世界を見渡すと，ほとんど全ての国や民族が，長い
歴史の中でさまざまな理由で平和を失い，それを回復するための苦難を経験していま
す。「国際平和拠点ひろしま構想」は，世界を少しでも平和にするためにはどうすれば
いいのかを，世界の人々と一緒に広島で考え，発信することをめざしています。

　広島にあって平和を求める人々の心は，具体的な成果に結びつく取り組みにかかわ
ることを求めています。同時に，広島の人々が具体的な提案と行動を示すことで，世
界は広島がその責任を果たしていると評価するでしょう。「国際平和拠点ひろしま構想」
は，広島の人々が考えるべき事柄，行動すべき事柄を提案しています。このたびの構
想が広島に住まう私たちひとりひとりの行動のきっかけとなり，広島がさらに活力あ
る平和の発信拠点となることを願っています。

　これまで議論は何度もなされ，いくつもの構想が提出されてきたと思います。
構想を実現するためには，具体的な行動計画と実現に向けたコミットメント（政治的
意志）が欠かせません。湯﨑知事のリーダーシップの下で，今回の構想の実現に向けて，
私たちは着実に前進していく時期にきています。私も広島の平和への思いを形にして
いく取り組みに，自らもコミットして，実現に向けて微力ながらも汗をかきたいと思
います。

一橋大学
国際・公共政策大学院准教授

湯﨑　英彦（ゆざき・ひでひこ）    広島県知事

ナスリーン・アジミ
（Nassrine AZIMI）

国連訓練調査研究所
（ユニタール）
本部長付特別上級顧問

　広島を訪れる外国人は，しばしば，「許そう，しかし忘れまい」，「決して繰り返すな (核
兵器に対して )」，そして「軍事都市から平和都市への転換」という，1945年の原爆
後の広島の復興の指針が，人々の心に深く根付いていることに心を動かされます。第
二次大戦以降，広島は，人間の愚かさと悲劇だけでなく，人間の回復力と勇気をも象
徴しており , その存在は，核の道を二度と辿ることがないようにとの絶え間ない警鐘
なのです。10年以上，広島に関する仕事に携わる栄誉にあずかり，私もまた，私た
ち全て，そして壊れやすくも美しい青い地球にとっての広島の意義を，深く感じてい
ます。広島のメッセージは，最も人道的で普遍的な表現で語られる平和なのです。

（敬称略：50音順）

（敬称略：50音順）

西宮　宣昭
（にしみや・のりあき）

（独法）国際協力機構
中国国際センター所長

　広島県が今般，「国際平和拠点ひろしま構想」を打ち出されたことは，世界の情勢か
らまことにタイムリーなものと思われ，策定に携わられた関係者の皆様のご尽力に対
し心から敬意を表します。今後，他の関係機関とも連携して，具体的なアクションを
取るべく計画策定の作業に入って行かれると思いますが，JICA としても平和構築関係
のプロジェクトと人材育成について数多くの実施事例があり，これらの点では可能な
限りご協力申し上げる所存です。

アレキサンダー・A・メヒヤ
（Alexander A. MEJIA）

国連訓練調査研究所
（ユニタール）
広島事務所 所長

　国連，特に国連訓練調査研究所 (UNITAR) を代表し，先見性のある「国際平和拠
点ひろしま構想」を開始された広島県への祝辞を述べたいと思います。広島の核廃
絶に対する貢献を高めるとされるこの歴史的なイニシアチブを実施する上で，広島
県と緊密に連携して取り組むことは，私たちにとって大変な栄誉です。この構想は，
アフガニスタンやイラクのような国で広島県が支援している紛争後の復興や平和構
築のプロセスを目に見える形で強化するものだと思っています。私たちは，世界平
和に向けたこの類まれな戦略的ロードマップの実施に際して，全力を尽くして広島
県知事と関係者の皆さんを支援しています。

阿部　信泰
（あべ・のぶやす）

元国連事務次長（軍縮担当），
（財）日本国際問題研究所
 軍縮・不拡散促進センター所長

　この1年，「国際平和拠点ひろしま構想」の策定作業に携わってまいり
ました。国連，NPT，パグウォッシュなど様々な場で国際的に核兵器の
廃絶，さらにその基礎となる国際平和の確立に努力が重ねられています
が，依然として確たる展望が得られていません。広島を拠点にして，国
際平和の確立，核兵器の廃絶にいたる道を切り開くべく国内外の英知を
結集できればと望んでおります。このため「構想」の充実・実現に尽力
してまいります。

ギャレス・エバンス
（Gareth EVANS）

元豪州外務大臣，
オーストラリア国立大学学長

　若い学生の時に広島を訪れたこと。それは私の人生を変えました。あの
時広島を訪れなければ分からなかったのですが，核兵器は，これまで考案
された中で最も無差別で非人道的なものであり，非合法化しなければなら
ないということを私は理解したのです。「国際平和拠点ひろしま構想」は，
明確な課題の声明と詳細な行動の提案，そして世界平和を支える国際支援
拠点として広島をさらに発展させる計画を掲げることで，さらに多くの若
者の人生を変えるというだけではなく，私たちの知るこの地球上の生命体
を滅亡から救う可能性を秘めているのです。

藤原　帰一
（ふじわら・きいち）

東京大学大学院
法学政治学研究科教授

　核兵器廃絶を実現するためには，核兵器のもたらす惨状を伝えるだけ
では十分ではない。そこで必要なのは核兵器に依存する安定を核兵器な
しでも保つことのできる平和に変えて行くことだ。「国際平和拠点ひろし
ま構想」は，理念における核廃絶を政策としての核軍縮と結びつける画
期的な試みである。課題は限りなく多いが，次の世代に向けて少しでも
核廃絶に向けた現実の変化が生まれるよう，内外の識者とともに努力し
て行きたい。

明石　康　 （座長）
（あかし・やすし）

元国連事務次長
（広報 , 軍縮 , 人道問題担当）

　20世紀には，2つの世界戦争を含む多くの戦乱と殺戮があり，人類の
歴史に一大汚点を残した。21世紀には，国境越しの経済活動が無軌道に
なり，環境破壊も眼を覆うばかりの現状である。
　そうした暴挙が二度と繰り返されないように防波堤となり平和創造の
拠点となるべき地として，核兵器が最初に使用された広島をおいて他に
考えられない。そのための柔軟でしぶとく，真に国際的で有効な思考と
核軍縮を含む戦略が，この地から発信されることを切望してやまない。

ジョン・アイケンベリー
（G. John IKENBERRY）

プリンストン大学教授（米国）

　広島は，戦争の破壊と世界平和の約束の象徴として，世界史上，特別
な位置を占めています。それ故，広島が，核軍縮，紛争解決に向けた，
大胆で新しい構想を提案していることに励まされるのです。この構想は，
広島が国際的な対話，公教育，研究の国際拠点を目指すものであり，非
核保有国の働きによる核軍縮プロセスの多国間協議への発展を目指す構
想であり，軍縮を，東アジアをはじめとする地域的安全保障の具体的な
取組に繋げようとする構想であり，核軍縮を，紛争削減や平和構築という，
より広範な課題に結びつける構想なのです。

川口　順子
（かわぐち・よりこ）

元外務大臣，
参議院議員

　「国際平和拠点ひろしま構想」の素晴らしい点は，活動範囲を核軍縮か
ら平和構築へ拡げ，教育の重要性を強調したことです。グローバルに容
易に情報が入手できる現在，「現地＝ひろしま」が持つ，強烈な発信力が
あらためて注目されます。多くの人々に広島に来ていただく，これが成
功への第一歩です。私は，きっと湯﨑知事の自信溢れる行動力がいい結
果を生むと信じています。

スコット・セーガン
（Scott D. SAGAN）

スタンフォード大学教授（米国）

　たとえ滞在期間が短くとも，広島を訪れると核戦争の恐怖を強烈に再
認識することになります。「国際平和拠点ひろしま構想」は，世界的な学
者，外交官，指導者，一般市民を広島に招いて，核の不拡散，軍縮，紛
争解決への持続的な取り組みに新たな息吹を吹き込んでもらうことを目
的としています。今日の世界の核兵器保有量には，何千という数の核兵
器が含まれ，そのどれ一つをとっても一都市を破壊することができます。
私たちは，自国を守り平和を維持するためのより平和な道を探らなけれ
ばならないのです。

〔写真提供〕●ユニタール広島事務所：P.3-上,P.6,7,8,11,12,13  ●広島平和記念資料館 (米軍撮影 )：P.4  ●中国新聞社：P.10



国際平和拠点ひろしま構想

国際平和拠点ひろしま構想策定委員会
広　島　県

国際平和拠点ひろしま構想策定委員会
広　島　県

国際平和拠点ひろしま構想

核軍縮，紛争解決及び紛争後の復興へのさらなる貢献


